
総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1 統合事務費 25,830 24,254 26,198 24,622 △ 368 △ 368

2 広報よこはま磯子区版発行事業 10,972 10,060 9,345 8,457 1,627 1,603

3 区民相談事業 2,540 2,540 2,513 2,513 27 27

4 クリーンタウン事業 2,390 2,390 2,906 2,906 △ 516 △ 516

5 消費生活推進事業 799 799 710 710 89 89

6 スポーツ推進委員支援事業 2,704 2,704 2,144 2,144 560 560

7 青少年指導員協議会支援事業 2,144 2,144 3,431 3,431 △ 1,287 △ 1,287

8 学校・家庭・地域連携支援事業 1,150 1,150 1,150 1,150 0 0

9 緊急時情報システム運用事業 572 572 680 680 △ 108 △ 108

令和３年度　磯子区個性ある区づくり推進費【統合事務事業費】一覧

（単位：千円）

事業計
画書
番号

事業名
３年度 ２年度 増△減（３－２）



(様式５－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】

＜総務課＞
磯子区選挙管理委員会の円滑な運営（毎月開催）

＜区政推進課＞
広報相談係運営

広聴受付
市民からの提案
市政ダイレクト広聴

陳情
地域区民要望

情報公開請求の受付

＜戸籍課＞

＜税務課＞

＜福祉保健課＞
民生委員・児童委員　相談支援件数

＜高齢・障害支援課＞
高齢・障害支援課　総合相談窓口　総来所者数

開催回数 15 16 17 16 20 22 20
28年度実績 29年度実績 30年度実績 元年度実績 ２年度見込 ３年度見込 ４年度見込

No. 1

金　額

特記事項 中期計画-38の政策
政策番号 主な施策番号

諸収入

令和元年度

25,640

事業費 25,830
一般財源

0

1,576
1,576

24,254

令和４年度

決
算

運営方針等との関係

23,860 22,975 24,031
無

区役所業務を効率的かつ円滑に執行するための各課の事務経費

25,296

事業の概要
（目的）

29年度実績 30年度実績 元年度実績 2年度見込 ３年度見込 ４年度見込
408件 301件 378件 600件

22件

事業評価
書番号

500件 400件
338件 515件 455件 355件

24,622
△ 368

国・県

375件 271件

76,999 81,000 80,000 80,000
新杉田行サビ取扱件数 枚 45,281

18件 28件

有:件名（）、日付（　年　月）

25,830

23,452

26,87225,412 25,697

事業費 24,336
24,254

方針に関する決裁  種別(　　)
メリット＋一般財源

26件 39件 42件 40件 40件 40件

証明発行窓口取扱件数 枚 73,511 79,218 80,246

区　分

統合事務費

前　年　度 26,198

事業開始年度

平成30年度

その他

0

平成26年度

0

令和５年度

事業評価
書番号

区役所総務費

財　源　内　訳

0

一 般 財 源

該当なし

令　和　３　年　度　　　事　業　計　画　書

平成29年度 歳出
予
算

統合事務事業費

事  業  名

歳出

メリット＋一般財源

事業費

本　年　度

増△減

25,830

24,937 25,222
予
算 24,254

△ 368

磯子

予算区分

総務

性質・
課題区

分

80件 30件 30件
3件 3件 3件 5件 5件 5件
8件 9件 9件 0件 10件 10件

項　目 単位 28年度実績 29年度実績 30年度実績 元年度実績 ２年度見込 ３年度見込 ４年度見込

－ － － － － －
戸籍届出件数 件 8,212 8,153 7,854 7,847 7,500 8,000 8,000
新戸籍編製数 戸籍 1,343 1,242 1,235 1,261 1,300 1,300 1,300
住民異動届出件数 件 16,124 16,335 17,599 18,159 18,000 17,000 17,000
マイナンバーカード発行数 枚 17,283 7,022 4,768 5,334 25,540 36,000 36,000

差押件数（収納担当） 件 1,502 1,777 1,890 2,165 2,100 2,100 2,100
軽自動車税課税台帳件数 件 26,461 26,125 25,959 26,118 26,015 26,015 26,015

86,060 86,920 87,909 88,824 89,476 89,476 89,476

固定資産税納税者数 人 58,661 58,903 59,347 59,533 59,670 59,670 59,670

市民税・県民税賦課納税者数 人

単位 28年度実績 29年度実績 30年度実績 元年度実績 ２年度見込 ３年度見込 ４年度見込

28年度実績 29年度実績 30年度実績 元年度実績 ２年度見込 ３年度見込 ４年度見込
総来所者数 20,613 21,065 22,756 22,794 19,400 20,000 21,000

28年度実績 29年度実績 30年度実績 元年度実績 ２年度見込 ３年度見込 ４年度見込
件数 11,697 7,443 7,489 6,920 7,500 7,500 7,500



＜こども家庭支援課＞

母子健康手帳交付数
保育所利用申請者数（４月入所）

児童扶養手当支給件数

＜生活支援課＞
保護世帯数

【実施内容】
＜総務課＞

・帳票等の共同印刷費、携帯電話用通信運搬費、備品費、釣銭資金、会計年度任用職員被服購入費、総務課及び
　会計室の事務経費等
・選挙管理委員会の運営経費

＜区政推進課＞
・広報相談係の運営に係る事務経費

　市民からの提案、陳情・要望などによる区民意見の受付及び解決に向けた連絡調整の実施、情報公開受付、ホームページの運営等

＜地域振興課＞
・地域振興課の事業を実施するための事務経費

＜戸籍課＞
・戸籍課の事業を推進するための事務経費
・戸籍及び住民基本台帳事務、就学事務、マイナンバー関連業務、証明発行等

＜税務課＞
・税務課職員の旅費

＜福祉保健課＞
・福祉保健課・生活衛生課の事業を実施するための事務経費
・民生委員・児童委員を中心とした福祉関係者の連携支援（区内の民生委員・児童委員啓発活動に係る事務経費）

＜高齢・障害支援課＞
・ 福祉と保健の総合相談業務を円滑に行うための事務経費
・ 指定難病（特定疾患）、敬老特別乗車証、シーサイド定期券、福祉特別乗車券（障害）、福祉タクシー券、有

料道路割引及びはまともカードの受付や交付事務等

＜こども家庭支援課＞
・こども家庭支援課の事業を実施するための事務経費

＜生活支援課＞
・生活支援課の事業に係る事務経費（通信運搬費、旅費、消耗品等）

【事業費の内訳】
（単位：千円）

係

（ 区 － 事 ）

1,051 1,095 1,090 1,087 1,100 1,100 1,100

1,207 1,300 1,300 1,300

2,402 3,171 3,147 3,249 3,250 3,250 3,250

対前年同月比 101.2 104.4 101.3 100.9 102.1

28年度実績 29年度実績 30年度実績 元年度実績 ２年度見込 ３年度見込 ４年度見込
1,450 1,425 1,253

28年4月 29年4月 30年4月 31年4月 2年4月

世帯数 2,111 2,204 2,233 2,253 2,302

小川　孝介

課長 係長
本資料は、公正・適正に作成しました。

高齢・障害支援課

地域振興課

△ 368

1,852

1,815こども家庭支援課 △ 123

合計 25,830

5,493

細目事業

区政推進課 234

△ 160

＜土木事務所＞
　・土木事務所の運営に係る事務経費（旅費、消耗品費、自動車借上、備品費等）

磯子

　

土木事務所 628 　

8,514 57

予算調整係

大野　豊 中川　敦之

26,198

607 21

8,571生活支援課

27

税務課 △ 50

福祉保健課 1,767 1,740

　

1,692

△ 741,778

感染症対策事業の業務増に伴う増

250200

3,535 22 マイナンバー関連業務等の増

202

戸籍課 3,557

総務課

本年度 説明

1,910

5,653

広聴受付関連業務等の増

差引

2,030

32

△ 120

モバイルwi-fi通信費等の増

前年度



(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】
(1)広報よこはま磯子区版発行

(2)紙面アンケート実施状況

(3)紙面モニター実施状況（試行実施） ※モニター登録メンバー数：38名（令和2年12月現在）

【実施内容】

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 2 ）

10,972 9,345

大熊　光子

歳出

事業費決
算

10,453

事業費合計

細目事業名 本年度

地域の課題等の収集手段 ５ 区民アンケート

差引

1,627
１　広報よこはま磯子区版の
発行

課長

１　地域の課題等

佐藤　亜希子

説明

係長

磯子区の世帯数、自治会町内会・自治会町内会未加入団体数、シルバー人材センターによる配布数、見積実績

322

事業の概要
（目的）

磯子

メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源8,172

10,783 9,012

8,912

奈良　愛実

広報相談

横浜市広報よこはま発行要領・磯子区版お知らせ記事掲載要領

２　運営方針等との関係

8,221 8,018

２ 「保健と福祉のお知らせ」の
増刷 健康情報の提供・啓発

デザイン編集委託の長期
継続契約終了による事業
者変更のため

前年度

0
1,627

事業評価
書番号

区　分

３　根拠法令・要綱等

912

令和２年度磯子区運営方針「魅力あふれるまち」

0 24

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算

11,293

本　年　度
前　年　度 9,345

322

広報よこはま磯子区版は、主に行政情報を区民へ周知する役割を担っており、紙面のレイアウトや題材の選定において、
より一層、区民目線を意識した紙面作りが求められています。

8,457
1,6030

歳出 令和５年度

10,859
メリット＋一般財源

統合事務事業費

12,000 12,000
11,100

増△減

11,100

令和４年度

No. 2
令　和　３　年　度　　　事　業　計　画　書

888
0

平成29年度 平成30年度 令和元年度

一 般 財 源

平成17年度

特記事項

金　額

9,943

事業評価
書番号

該当なし
政策番号

本資料は、公正・適正に作成しました。

磯子

予算区分
性質・

課題区分
広報・広聴

事  業  名

広報よこはま磯子区版発行事業

1,627

区政推進

財　源　内　訳

事業開始年度

28年度実績

主な施策番号

29年度実績 30年度実績 １年度実績 ２年度見込み ３年度見込み

事業費

9,114

広聴広報相談費

国・県

9,987

中期計画-38の政策

10,972

広報よこはま磯子区版を発行し、効果的でわかりやすい区政PRや各種イベント情報の提供を毎月行いま
す。

10,060

諸収入

発行部数（月平均） 73,100部 73,500部 73,500部 73,500部 73,500部 73,500部
ページ数 ８ページ３回 ８ページ３回 ８ページ6回 ８ページ６回 ４ページ２回 ８ページ６回

１２ページ９回 １２ページ９回 １２ページ6回 １２ページ６回 ８ページ５回 １２ページ６回

１２ページ５回

28年度実績 29年度実績 30年度実績 １年度実績 ２年度見込み ３年度見込み

回数 12 12 12 12 0 0

回答数（合計） 47 72 77 83 0 0

回答数（平均） 3.9 6.0 6.4 6.9 0.0 0.0

10,650 9,023

２年度見込み

回数 12

回答数（合計） 264

回答数（平均） 22.0

（１）広報よこはま磯子区版の発行
　　　・本紙　タブロイド版　73,500部/月　８p×６回・12p×６回　中質紙使用
　　　・民間のノウハウを活用し、より見やすく分かりやすい広報紙の制作を目指し、引き続き企画・編集・デザ
　　　インを専門業者に委託します。
（２）区民参加の促進【紙面モニターによるアンケート】
　　　・広報区版について、紙面モニターによるアンケートを実施し、集計、分析結果を紙面に反映します。
　　　・自由記入欄を設け、区民意識や地域情報の把握にも資しています。
（３）「保健と福祉のお知らせ」の増刷、健康情報の提供・啓発
　　　・広報よこはま磯子区版に保存版として挟み込みをしている「保健と福祉のお知らせ」と同内容のものを、
　　　転入者配布用セットに同封し、戸籍課で配布するほか、希望者に配布します。
　　　・健康寿命延伸のため、リーフレット配布等により健康づくりや感染症等に関する情報を区民に広く提供し
　　　ます。

３年度見込み

12

264

22.0



(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】
１　区民相談事業
法律相談

交通事故相談件数

公証相談件数

行政相談件数

行政書士相談件数

税務相談件数

医療費控除相談日数

【実施内容】
１　区民相談事業

生活の不安や課題の増大に伴い、法的な解決を求める市民が増えていることから、専門的な相談を実施します。

内容：弁護士、交通事故専門相談員、行政相談委員、行政書士、税理士による通年相談、申告時期の医療費控除相談

実施日： 【法律相談】毎週火曜、第１・３金曜、【交通事故相談】毎月第１木曜、【行政相談】毎月第２水曜(11月を除く）

【行政書士相談】毎月第４木曜、【税務相談】毎月第２金曜（２・３月を除く）、【申告時期の医療費控除相談】２月～３月

場所：磯子区役所１階広報相談係　特別相談室、３階会議室

対象： 【法律相談】磯子区在住または在勤者　【その他相談】横浜市民

方法：面談または電話。

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 3 ）

- 14日

12件 - - - -

2,540 2,513

8件 10件 12件 3件 2件 3件

17件 10件 24件 35件 25件 35件

- - - 25件 35件

20日 19日

50件

- -

33枠 10枠 3枠 5枠 6枠

キャンセル 37枠 19枠 17枠 18枠 15枠 16枠

12件 8件 4件 8件 6件 8件

13件

相談枠数 444回 438回 438回 420回 420回 432回

相談件数 398件 386件 411件 399件 400件 410件

未利用の内訳

予約入らず 9枠

毎週火曜日午後 毎週火曜日午後 毎週火曜日午後 毎週火曜日午後
第1、3金曜日午後 第1、3金曜日午後 第1、3金曜日午後 第1、3金曜日午後 第1、3金曜日午後 第1、3金曜日午後

令和３年度（見込み）

相談日数 74日 73日 73日 70日 70日 72日

本資料は、公正・適正に作成しました。

磯子

予算区分
性質・
課題区

分
広報・広聴

事  業  名

区民相談事業

27

区政推進

財　源　内　訳

事業開始年度

実施日
毎週火曜日午後 毎週火曜日午後

広聴広報相談費

国・県

統合事務事業費

2,591 2,591
2,591

増△減

2,591

令和４年度

No. 3
令　和　３　年　度　　　事　業　計　画　書

0

平成29年度 平成30年度 令和元年度

一 般 財 源

平成６年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号

該当なし

事業評価
書番号

政策番号 主な施策番号

中期計画-38の政策

2,540

メリット＋一般財源 2,191

諸収入
区　分

例年の利用実績、各専門相談ごとの契約内容

本　年　度
前　年　度 2,513

1,935

区民の様々な相談事に応えるために、法律相談等の区民相談を行います。

2,540

事業の概要
（目的）

1,958

2,191

2,513
270

歳出 令和５年度
事業費

2,370

・区民の暮らしにおける様々な相談事項について、身近な区役所で専門相談員によるアドバイスを受けたいとの要望に応
える必要があります。また、令和元年度から開始した税務相談は、希望者が多くなっています。

３　根拠法令・要綱等

令和２年度磯子区運営方針「魅力あふれるまち」

0 0

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算

磯子

メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源2,518

1,935 2,518

2,222

奈良　愛実

広報相談

なし

２　運営方針等との関係

2,370 2,222

2,540
相談開催日数増のため

前年度

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度（見込み）

大熊　光子

歳出

事業費決
算

1,958

27

細目事業名 本年度

地域の課題等の収集手段 １ 日常の窓口応対等

差引

事業費合計
27１　区民相談事業

課長

１　地域の課題等

佐藤　亜希子

説明

係長

2,513



(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】

　 清掃業務委託実施日数

【実施内容】

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】

（ 区 － 4 ）

磯子

予算区分
性質・
課題区

分
環境美化

事  業  名

クリーンタウン事業

△ 516

地域振興

財　源　内　訳

6

事業開始年度地域コミュニティ費

国・県

統合事務事業費

2,390 2,390
2,390

増△減

2,390

令和４年度

No. 4
令　和　３　年　度　　　事　業　計　画　書

0

平成29年度 平成30年度 令和元年度

一 般 財 源

平成16年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号

該当なし

事業評価
書番号

政策番号 主な施策番号

中期計画-38の政策

11

2,390

　区民・事業者・団体・行政の協働のもと、「一般廃棄物処理基本計画（ヨコハマ３Ｒ夢プラン）」
の目標を達成するため、３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）を推進します。

2,390

諸収入

メリット＋一般財源 2,457

事業の概要
（目的）

2,906
△ 5160

歳出 令和５年度
事業費

2,467

歳出

事業費決
算

2,668

区　分

３　根拠法令・要綱等

令和２年度磯子区運営方針「魅力あふれるまち」

0 0

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算

本　年　度
前　年　度 2,906

2,668

2,457

2,906

磯子

メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源2,906

2,648 2,906

2,711

宮川　由理香

資源化推進担当

横浜市一般廃棄物処理基本計画、横浜市空き缶等及び吸い殻等の散乱の防止に関する条
例、同施行規則等、廃棄物の処理及び清掃に関する法律

２　運営方針等との関係

2,467 2,711

課長

１　地域の課題等

三友　健司

説明

2,648

係長

　
2,906

　区美化推進員要綱、 令和２年度事業実施の実績などに基づく積算

地域の課題等の収集手段 １ 日常の窓口応対等 ６ 区民要望 ７ 関係団体からの要望

2,390

区美化推進員制度の廃止に伴う減

前年度

104日

　区内主要駅での清掃委託を行っていますが、たばこの吸い殻などが歩道に依然として見受けられますので、引き続
き清掃活動やポイ捨て禁止の啓発に取り組む必要があります。

52日
磯子駅前周辺 108日

平成29年度 平成30年度 令和元年度
令和２年度
（見込み）

令和３年度
（見込み）

実施
日数

根岸駅前周辺 0日 0日 51日 52日
142日

新杉田駅前周辺 108日 107日 104日 104日
106日 101日 104日

松田　英昭

△ 516

細目事業名 本年度

本資料は、公正・適正に作成しました。

  美化推進重点地区等（根岸駅・磯子駅・新杉田駅周辺）での委託による歩道及びエレベーター
　定期清掃（年間298日）

差引

事業費合計

△ 516クリーンタウン事業 2,390



(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業 ○

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】

歳出

事業費決
算

780

地域の課題等の収集手段 ３ 地区担当制度

１　人数・地区数
　　消費生活推進員総数71人、７地区

２　令和２年度の実績の推移
(１)地区活動支援事業
　・悪質商法未然防止講座の開催（随時）・各地区活動（随時）

地区活動
実施数(回)
(内　悪質
商法被害
未然防止
講座実施

数)

Ｈ27

40(14)

(２)区活動事業
　【区民を対象】・消費生活教室（６月中止）・くらしのセミナー（12月中止）
　【子どもを対象】・子ども消費生活セミナー（８月中止）
　【イベント】・得トク生活フェスタ（11月中止（10月30日～11月６日にて、パネル展を開催））
  【広報誌】・いそご消費生活だより発行（２～３月発行）
(３)推進員活性化事業
　・合同会議（全推進員対象　全２回、８月・２月中止）・消費生活推進員施設見学会（10月中止）
  ・地域活動実践力強化研修（９月25日、10月29日　※同内容を地区単位で２日に分け実施）・地区代表者会議（随時）

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２（見込）

回数 40(９) 43(11) 38(17) 41(19) 36(16) 40(14)

Ｒ３（見込）

780

774
メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源710

710 710

702

横浜市消費生活条例、横浜市消費生活推進員要綱、横浜市消費生活推進員磯子区地区
活動助成金交付要領

２　運営方針等との関係

653 702

１　地域の課題等

諸収入
区　分

３　根拠法令・要綱等

令和２年度磯子区運営方針「安全・安心なまち」

0 0

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算

本　年　度
前　年　度 710

710

消費者の被害の未然防止を図るため、消費者の意識と知識の向上を目的として、消費生活推進活動を
実施します。

799

事業の概要
（目的）

710
890

歳出 令和５年度
事業費

653

事業評価
書番号

政策番号 主な施策番号

中期計画-38の政策

14

799

地域コミュニティ費

国・県

統合事務事業費

800 800
800

増△減

800

令和４年度

No. 5
令　和　３　年　度　　　事　業　計　画　書

0

平成29年度 平成30年度 令和元年度

一 般 財 源

平成６年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号

該当なし

　近年では、社会状況の変化により若者から高齢者まで、幅広い世代で悪質商法等の被害が増えています。そのた
め、消費生活条例に基づき委嘱された消費生活推進員が、自ら消費者トラブル等についての知識を高め、地域で発信
していくことで、安全・安心な街づくりをしていくことが必要です。

メリット＋一般財源 774

磯子

予算区分
性質・
課題区

分
地域コミュニティ

事  業  名

消費生活推進事業

89

地域振興

財　源　内　訳

6

事業開始年度



【実施内容】

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 5 ）

根本　一弘

89

0

推進員活性化事業

細目事業名 本年度 差引

事業費合計

0地区活動支援事業 420
344

420
255
35

前年度

89
0
　0

35

　
　

710

　横浜市消費生活推進員要綱、横浜市消費生活推進員磯子区地区活動助成金交付要領、
　消費生活推進員活動地区数、令和２年度事業実施の実績などに基づく積算

磯子

宮川　由理香

地域活動

区活動事業

799

課長

0

大蔭　直子

説明

委嘱式の開催に伴う増

１　地区活動支援事業
　　・地域に密着した消費生活推進活動を展開するため、地区活動費を助成します。
２　区活動事業
　　・消費者（区民）の意識啓発を目的とした「消費生活教室」を消費生活総合センターと合同で開催します。（年１回）
　　・消費者（区民）の意識啓発を目的とした「くらしのセミナー」を開催します。（年１回）
　　・子どもを対象に、消費生活に関する問題について「子ども消費生活セミナー」を開催します。（夏休み期間、年１回）
　　・消費生活に関するイベント「得トク生活フェスタ」を開催し、消費生活推進員の活動を地域に向けて情報発信します。
　　　（11月、年１回）
　　・広報誌「いそご消費生活だより」（区版、地区版）を発行し、地域に向けて情報発信します。（年１回）
３　推進員活性化事業
　　・消費生活推進員の知識向上や活動の活性化のため、施設見学会を実施します。（年１回、推進員対象）
　　・地域で消費生活推進活動を活発に展開できるよう、消費生活推進員を全員を対象とした「合同会議」を行います。
　　　（年２回）
　　・地区代表者会議(随時)

係長

本資料は、公正・適正に作成しました。



(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】

【実施内容】

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 6 ）

　区民のスポーツへの関心や参加機会を高め、いつでも・どこでも・だれもが気軽に参加できるスポーツを普及さ
せ、健康増進や住民同士の交流を一層図ることが求められています。また、区民スポーツ大会やスポーツ教室など、
区民がスポーツに参加しスポーツへの関心を高める機会を安定的に継続することも重要です。

メリット＋一般財源 2,944

本資料は、公正・適正に作成しました。

磯子

予算区分
性質・
課題区

分
文化・スポーツ

事  業  名

スポーツ推進委員支援事業

560

地域振興

財　源　内　訳

2

事業開始年度文化・ｽﾎﾟｰﾂ・学習振興費

国・県

統合事務事業費

2,144 2,704
2,144

増△減

2,704

令和４年度

No. 6
令　和　３　年　度　　　事　業　計　画　書

0

平成29年度 平成30年度 令和元年度

一 般 財 源

平成６年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号

該当なし

事業評価
書番号

政策番号 主な施策番号

中期計画-38の政策

7

2,704
前　年　度 2,144

2,044

　区民のスポーツを通じた健康づくりを促進するため、スポーツ推進委員が実施する諸事業を支援し
ます。

2,704

事業の概要
（目的）

2,144
5600

歳出 令和５年度
事業費

1,949

大蔭　直子

説明

諸収入
区　分

磯子区スポーツ推進委員連絡協議会に対して補助を行います。

３　根拠法令・要綱等

令和２年度磯子区運営方針「魅力あふれるまち」

0 0

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算

係長

本　年　度

2,144

　自治会・町内会の数

2,944

2,944

磯子

メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源3,040

2,044 3,040

2,681

松村　雄一郎

地域活動

スポーツ基本法、横浜市スポーツ推進委員規則、磯子区スポーツ推進委員連絡協議会
活動補助金交付要綱

２　運営方針等との関係

1,949 2,681

2,704

課長

１　地域の課題等

令和元年度実績 令和２年度見込 令和３年度見込
磯子区スポーツ推進委員連絡協議会活動補助金交付金額 2,028千円 2,944千円 1,949千円 2,681千円 2,144千円 2,704千円

2,144

28年度実績 29年度実績 30年度実績

委嘱年度に伴うユ二フォー
ム購入による増

前年度

　
　

中鉢　祐樹

歳出

事業費決
算

2,944

560

細目事業名 本年度

地域の課題等の収集手段 １ 日常の窓口応対等

差引

事業費合計

560

７ 関係団体からの要望

スポーツ推進委員支援事業 2,704



(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】

【実施内容】

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 7 ）

　少子高齢化が深刻な課題になっている現在、地域における青少年育成活動をさらに活性化していくことは、必要不
可欠です。
　区内で活躍する青少年指導員協議会の事業を効果的に支援し、青少年の健全育成を推進することを目指します。

メリット＋一般財源 2,301

本資料は、公正・適正に作成しました。

磯子

予算区分
性質・
課題区

分
青少年健全育成

事  業  名

青少年指導員協議会支援事業

△ 1,287

地域振興

財　源　内　訳

1

事業開始年度子育て・子ども・青少年育成費

国・県

統合事務事業費

2,641 2,144
2,641

増△減

2,144

令和４年度

No. 7
令　和　３　年　度　　　事　業　計　画　書

0

平成29年度 平成30年度 令和元年度

一 般 財 源

平成19年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号

該当なし

事業評価
書番号

政策番号 主な施策番号

中期計画-38の政策

29

2,144
3,431

△ 1,2870

歳出 令和５年度
事業費

2,562

本　年　度
前　年　度 3,431

2,530

青少年指導員協議会が行う事業に対して補助を行い、青少年育成活動を推進します。

2,144

事業の概要
（目的）

課長

１　地域の課題等

0

大蔭　直子

説明

諸収入
区　分

３　根拠法令・要綱等

令和２年度磯子区運営方針「ともに支えあう暮らしやすいまち」

0 0

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算

係長

　
　

3,431

　自治会・町内会の数

2,301

2,301

磯子

メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源2,074

2,530 2,074

2,074

大沢　友恵

地域活動

神奈川県青少年保護育成条例、横浜市青少年指導員要綱、磯子区青少年指導員協議会
活動費補助金交付要綱

２　運営方針等との関係

2,562 2,074

2,144

非委嘱年度による減
前年度

0
0
　0

令和3年度見込

2,129千円
令和元年度実績 令和2年度見込

青少年指導員活動費補助金 交付金額 2,798千円 2,301千円 2,530千円 2,074千円 3,431千円

磯子区青少年指導員協議会に対して補助を行います。

3,431

28年度実績 29年度実績 30年度実績

中鉢　祐樹

歳出

事業費決
算

2,301

△ 1,287

0

細目事業名 本年度

地域の課題等の収集手段 １ 日常の窓口応対等

差引

事業費合計

△ 1,287

７ 関係団体からの要望

青少年指導員協議会支援事業 2,144



(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】

【実施内容】

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 8 ）

　少子高齢化が深刻な課題になっている現在、地域における青少年育成活動をさらに活性化していくことは、必要不
可欠です。
　区内で活躍する青少年育成協議会及び各地区、中学校区で行う事業を効果的に支援し、青少年の健全育成を推進す
ることを目指します。

メリット＋一般財源 1,150

本資料は、公正・適正に作成しました。

磯子

予算区分
学校連携性質・

課題区
分

青少年健全育成

事  業  名

学校・家庭・地域連携支援事業

0

地域振興

子育て・子ども・青少年育成費

財　源　内　訳

6

事業開始年度子育て・子ども・青少年育成費

国・県

統合事務事業費

1,150 1,150
1,150

増△減

1,150

令和４年度

No. 8
令　和　３　年　度　　　事　業　計　画　書

0

平成29年度 平成30年度 令和元年度

一 般 財 源

平成19年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号

該当なし

事業評価
書番号

政策番号 主な施策番号

中期計画-38の政策

25

1,150
1,150

00

歳出 令和５年度
事業費

1,139

本　年　度
前　年　度 1,150

1,150

青少年育成を目的とした団体が行う事業に対して補助を行い、青少年育成活動を推進します。

1,150

事業の概要
（目的）

課長

１　地域の課題等

0

大蔭　直子

説明

諸収入
区　分

　青少年育成協議会が実施する事業のほか、各地区及び中学校区で行う事業に対して補助を行います。

３　根拠法令・要綱等

令和２年度磯子区運営方針「ともに支えあう暮らしやすいまち」

0 0

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算

係長

　
　

1,150

　各地区・中学校区、青少年育成協議会の昨年度活動実績

1,150

1,150

磯子

メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源1,150

1,150 1,150

1,145

大沢　友恵

地域活動

磯子区学校・家庭・地域連携事業推進要綱、磯子区学校・家庭・地域連携事業補助金交
付要綱

２　運営方針等との関係

1,139 1,145

1,150

前年度

0
0
　0

1,150

28年度実績 29年度実績 30年度実績 令和3年度見込

中鉢　祐樹

歳出

事業費決
算

1,150

0

0

細目事業名 本年度

地域の課題等の収集手段 １ 日常の窓口応対等

差引

事業費合計

0

７ 関係団体からの要望

学校・家庭・地域連携支援事業 1,150

1,150千円
令和元年度実績 令和2年度見込

学校・家庭・地域連携事業補助金 交付金額 1,133千円 1,150千円 1,139千円 1,145千円 1,150千円



(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】

【実施内容】

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 9 ）

緊急時情報システム運用事業 572

内容  災害等に関する緊急情報を、電話を利用して、区から直接、登録者に発信する。

前年度

0
0
　0

事業費決
算

1,115

△ 108

0

細目事業名 本年度

地域の課題等の収集手段 １ 日常の窓口応対等

差引

事業費合計

△ 108

６ 区民要望

680

572

磯子

メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源650

670 650

404

石川　大成

庶務

水防法、横浜市防災計画

２　運営方針等との関係

438 404

572

前年の実績に基づく減

課長

１　地域の課題等

0

大野　豊

説明

係長

　
　

680

大矢　賢

・自治会町内会長向け　29年７月25日運用開始
【実績】１年10月12日（避難勧告発信）他11件　87世帯

・即時避難勧告世帯向け　29年８月11日運用開始
【実績】１年10月12日（避難勧告発信）他11件　87世帯

３　根拠法令・要綱等

令和２年度磯子区運営方針「安全・安心なまち」

本　年　度
前　年　度 680

670

災害等に関する緊急情報を、電話を利用して、区から直接、防災・減災活動の核である、地域の防災
組織の長（自治会町内会長）や即時避難勧告対象区域世帯に対して発信し、あわせて、双方向機能を
活用して受信状況を確認するシステムを運用する。

572

事業の概要
（目的）

572

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算

1,115

572

680
△ 1080

歳出 令和５年度
事業費

438
572

令和４年度

No. 9
令　和　３　年　度　　　事　業　計　画　書

0

平成29年度 平成30年度 令和元年度

一 般 財 源

平成29年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号

該当なし

事業評価
書番号

主な施策番号

中期計画-38の政策

572

事業開始年度防犯・防災・安全対策費

国・県

政策番号

統合事務事業費

572

諸収入
区　分

0 0

歳出

増△減

対象者  自治会町内会長、即時避難勧告対象区域に住む区民
方法 【登録者の呼びかけ】

 自治会町内会長については、区連会にて実施。
 即時避難勧告対象区域に住む区民については、毎年１回ポスティングを実施。

【緊急情報の発信】
 専用サイトにて、設定したテキストデータを音声に自動変換し、一斉かつ即時に登録者の携帯、固定電
話に発信する。

即時避難勧告対象区域に住む区民より、大雨の降りしきる中、車両のスピーカーを用いた巡回広報では、音声が届か
ないという声をいただいている。また、携帯電話を持たない区民に対しての情報伝達手段を確保する必要がある。

メリット＋一般財源 572

本資料は、公正・適正に作成しました。

磯子

予算区分
性質・
課題区

分
防災

事  業  名

緊急時情報システム運用事業

△ 108

総務

財　源　内　訳
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